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随想 

統治システムの変換が必要 

 

阿部敏勝（会員）  

 

Ⅰ．早くもエンスト、野田内閣  

 １ ヶ 月 余 り ド タ バ タ し た 第 １ ８ ０ 通 常 国 会 。 社 会 保 障 の 改 善

と い う オ プ ラ ー ト に 包 ん だ 消 費 増 税 案 が 早 く も 馬 脚 を 露 し 、 又

一 方 で は 増 税 の 前 提 と な る べ き 国 会 改 革 案 が 頓 座 、 内 閣 支 持 率

も３０％のクライシスラインを下廻りつつあります。  

 

※ 朝 日 新 聞 の ２ 月 度 定 例 調 査 に よ り ま す と 野 田 内 閣 の 支 持 率 は

２ ７ ％ （ 先 月 は ２ ９ ％ ） 読 売 新 聞 で は ３ ０ ％ （ 同 ３ ７ ％ ） 日

経 で は ３ ２ ％ （ 同 ３ ７ ％ ） 産 経 、 Ｆ Ｎ Ｎ で は ２ ６ ． ４ ％ 、 Ｎ

ＮＮでは２５．６％でした。  

 

Ⅱ．増え続ける無党派層  

 政 党 支 持 率 で も 二 大 政 党 （ 民 主 、 自 民 ） の 支 持 率 が 低 迷 し て

います。  

 

※ 朝 日 新 聞 の ２ 月 度 調 査 で は 民 主 １ ７ ％ （ 先 月 １ ９ ％ ） 自 民

１ ２ ％ （ 同 １ ８ ％ ） 支 持 政 党 な し ５ ３ ％ （ 同 ４ ４ ％ ） 読 売

で は 民 主 １ ６ ％ （ 同 ２ ５ ％ ） 自 民 １ ７ ％ （ 同 １ ７ ％ ） 支 持

政 党 な し ５ ４ ％ （ 同 ４ ５ ％ ） で し た 。 こ れ が 議 会 制 民 主 主

義 の 骨 幹 で あ る 小 選 挙 区 、 ２ 大 政 党 制 の 支 持 率 の 実 態 で あ

り、矢張り統治システムの変換が必要なようです。  

 

Ⅲ．地域政党「大阪維新の会」  

 こ の 機 に 当 た り 注 目 さ れ て い る の が 大 阪 維 新 の 会 。 「 既 成 の

統 治 機 構 へ の 挑 戦 」 を 旗 印 に 「 道 州 制 の 採 用 、 地 方 交 付 税 の
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廃 止 、 国 会 議 員 の 定 数 、 経 費 の 削 減 、 政 党 交 付 金 の 削 減 、 地

方 公 務 員 基 本 条 令 の 制 定 、 教 育 行 政 制 度 の 首 長 主 導 、 掛 け 捨

て 年 金 制 の 採 用 、 Ｔ Ｐ Ｐ 参 加 、 資 産 課 税 の 強 化 、 日 米 同 盟 の

深 化 、 首 相 公 選 、 参 院 廃 止 、 憲 法 ９ 条 の 改 正 、 憲 法 改 正 手 続

の 容 易 化 等 々 を 主 張 し て お り ま す が 、 併 し 安 直 な 感 じ が し な

い で も な く 、 小 泉 チ ル ド レ ン や 小 沢 チ ル ド レ ン の 政 治 が 連 想

さ れ ま す 。 例 え ば 「 君 が 代 条 令 」 「 教 育 基 本 条 令 」 「 市 役 所

職 員 の 政 治 活 動 調 査 」 そ の 内 容 と い い 、 す す め 方 と い い 要 注

意 。 閉 塞 状 況 の 打 破 を 超 能 力 や フ ア シ ア ズ ム に 頼 っ て は い け

な い こ と は 歴 史 が 示 す 通 り で す 。 大 き な 犠 牲 の 上 に 築 か れ た

憲 法 に つ い て は 慎 重 で な け れ ば な り ま せ ん 。 そ の 意 味 で こ の

会が先日発表した憲法９条改正案についても絶対反対です。  

 

Ⅳ．戦前の統治システム、原子力ムラ  

 原 子 力 村 に 関 し ま し て は 昨 年 以 来 、 政 府 事 故 調 査 委 員 会 、 国

会 事 故 調 査 委 員 会 、 独 立 検 証 委 員 会 、 賠 償 機 構 等 が 中 心 に な

り 東 京 電 力 並 び に 内 閣 府 原 子 力 委 員 会 、 同 原 子 力 安 全 委 員 会

経 産 省 等 の 調 査 を 行 な い 今 夏 迄 に 事 故 の 原 因 、 対 応 の 実 態 、

東 電 再 生 計 画 、 原 発 ス ト レ ス テ ス ト 、 等 に つ い て 討 議 し て お

り ま す が 独 立 事 故 調 以 外 は 旧 幣 な タ イ プ の 関 係 者 が 多 い う え

政 府 並 び に 民 主 党 の ス タ ン ス が 不 明 確 の た め 遅 々 と し て 進 ん

で お り ま せ ん 。 そ の 矢 先 ア メ リ カ 原 子 力 規 制 委 員 会 か ら 会 議 、

電 話 等 の 全 記 録 （ ３ ０ ０ ペ ー ジ 以 上 ） が 公 開 さ れ ま し た 。 日

本 側 の 公 式 記 録 が 全 く 無 く 問 題 と な っ て い る の と 較 べ 、 な ん

た る 較 差 で し ょ う 。 し か も 事 故 の 実 態 に 鑑 み 避 難 区 域 を ６ ０

Ｋ Ｍ と し て お り （ 日 本 政 府 は 被 害 を 少 な く 発 表 、 ２ ０ Ｋ Ｍ と

し て い た ） お ま け に 日 本 で は 文 科 省 が 開 発 し た 放 射 能 拡 散 予

想 （ ス ピ ー デ イ シ ス テ ム ） を 通 産 省 並 び に 内 閣 府 は 無 視 、 政

府 首 脳 に も 伝 え て い な か っ た と 言 う の で す か ら 太 平 洋 戦 争 中

の ミ ッ ド ウ エ イ 海 戦 や 台 湾 沖 海 戦 の 大 敗 北 と 同 じ 構 図 で す 。
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戦 前 の 統 治 シ ス テ ム が 根 強 く 残 っ て い る 実 例 と 言 え ま し ょ う 。

広 域 、 長 期 に 災 害 を 振 り ま く 原 子 力 発 電 を こ れ 以 上 続 け る こ

と は 許 さ れ ま せ ん 。 そ こ で 原 発 立 地 市 町 村 以 外 の 市 民 た ち も

立 ち 上 が り 「 み ん な で 決 め よ う 原 発 ・ 国 民 投 票 の 会 」 を 結 成 。

差 し 当 り 東 京 、 大 阪 で 地 方 自 治 法 に 基 づ く 「 原 発 住 民 投 票 請

求のための署名運動」を始め、東京で約３３万筆、大阪で 5.5

万筆といずれも必要数を上回る署名を集めました。  

（次の段階では国政のそれを予定して居ります。）  

 

※ 戦 前 の 名 残 と 言 え ば 天 皇 、 国 旗 、 国 家 、 国 防 、 靖 国 神 社 が

思 い 出 さ れ ま す が 、 自 民 党 が こ れ を 柱 に し た 憲 法 改 正 案 を

制 作 し ま し た 。 自 衛 軍 、 自 衛 権 を 明 記 、 集 団 的 自 衛 権 の 行

使 を 認 め る 等 日 米 安 保 条 約 の 新 次 元 に 添 っ た 内 容 と な っ て

います。恐ろしい話です。  

 

※参考資料（是非ご一読下さい）  

 □日本の統治機構、飯尾潤‘ 07/7 中央公論社  

 □体制維新、橋下徹、堺屋太一、‘ 11/10 文芸春秋社  

 □官報複合体、牧野洋、‘ 12/1 講談社  

 □反幸福論、佐伯啓思、‘ 12/1 新潮社  

 □松下政経塾が日本をダメにした、八幡和郎‘ 12/2 幻冬社  

 □月刊 ｼﾞｬｰﾅﾘｽﾞﾑ「国政に関する調査」‘ 12/3 朝日新聞社  

□原発をどうするか、みんなで決める国民投票へ向けて  

          飯田哲也、今井一他  ‘ 11/11 岩波書店    

□月刊世界 ,３月号、税と社会保障を考える‘ 12/2i 岩波書店  

 □月刊新潮４５、３月号、‘ 12/2 新潮社  

 □週刊ＳＡＰＩＯ、総検証「地震と原発」 3/14 号  小学館  

 

（以上）  


